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☆東日本大震災から約半年が過ぎましたが、
復旧・復興の遅れもあり、被災された会員
の皆様方のご心痛やご努力に胸が痛みま
す。一方、福島第一原子力発電所事故に伴
う発電所周辺県で収集された動植物性堆肥
原料（家畜排泄物、魚粉、わら、もみがら、
樹皮、落ち葉、雑草、残さ等）が放射性セ
シウムに汚染され、これらを原料として生
産された堆肥が高濃度の放射性セシウムを
含有する可能性があり、大きな問題となっ
ています
☆放射性セシウムを含有する可能性の高い堆
肥の施用・生産・流通の自粛に対する通知
が農林水産省関係課長名でエコファーマー
ネットワーク会長あてに通知があり、先般
会員各位にもお知らせしたところです。こ
の通知は、その後「放射性セシウムを含む
肥料・土壌改良資材・培土及び飼料の暫定
許容値の設定について」の通知が農林水産
省の関係局長名で８月1日に発出したのに
伴い廃止されました。新たな通知による放
射性セシウムの暫定許容値は、土壌・土壌
改良資材・培土中に含まれるものの最大値
として製品１㎏当たり400ベクレルとされ、
飼料中では①牛、馬、豚、家きん等の飼料
（粗飼料は水分含量８割ベース、その他飼料
は製品重量）１㎏当たり300ベクレル、②
養殖魚飼料中では製品中１㎏当たり100ベ
クレルが暫定許容量とされています。関連
した指導が関係機関から行われていますの
でご留意下さい。
☆また、米についても、本年４月８日付けで

出された「稲の作付に関する考え方」に基
づき、土壌中の放射性セシウム濃度の高い
市町村等では、収穫前の段階での予備調査
と収穫後の本調査を行い、一定水準（暫定
規制値（500ベクレル/㎏）の概ね2分の１の
200ベクレル/㎏）を超えた市町村は重点調
査区域として調査を行うこととされていま
す。
☆「第17回環境保全型農業推進コンクール」
の公募が8月10日から開始されました。こ
のコンクールは、有機農業をはじめとする
環境保全型農業の確立を目指して意欲的に
経営や技術の改善に取り組み、農村環境の
保全活動を通じて地域社会の発展に貢献し
ている農業者やそれらの取組の普及・拡大
に貢献した団体等を表彰するものです。応
募に当たっては、都道府県の環境保全型農
業推進協議会等やエコファーマネットワー
クの事務局にご相談下さい。
☆当ネットワークでは、9月末を目途に会員
のシンボルマークの募集をホームページ等
でも行っております。また、10月31日か
ら11月４日まで農水省「消費者の部屋」で
実施する特別展示「環境に貢献するエコ
ファーマーの活動」についての準備を進め
ております。
☆今回の通信では、平成22年11月に福島県郡
山市で開催された「エコファーマー全国交
流会（in福島）」の一環として行われた「技
術研究会」での一部の講演内容の概要を掲
載しましたのでご覧ください。
〈全国エコファーマーネットワーク事務局〉
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１　地域の概要と経営概況

　福島県須賀川市は、郡山市の南に隣接し
た、県のほぼ中央に位置しており、とても自
然環境に恵まれた地域です。市の農業は、水
稲をはじめとして、野菜、果樹、花き、畜産
と多くの品目が生産されており、米は食味ラ
ンクが特Ａクラスの良質米が生産されていま
す。特にキュウリは、栽培面積、生産量とも
に日本有数の産地になっています。果樹につ
いては、日本なし、りんごの産地として知名
度が高く、西袋地区の日本なしは系統販売額
が約2億円あり、古くから歴史ある産地で「西
袋のなし」としてブランドを確立しています。
　我が家の経営概要ですが、なし栽培専業の
単一経営で、日本なし220a、西洋なし90a
の経営規模です（表1）。平成16年から日本
なし220aの特別栽培に取り組み、平成19年
からは近隣のなし生産者で構成する西袋果樹
研究会の会員３戸、120aも加わり生産量の
拡大を図っています。
　日本なしは特に病気に弱く、また、害虫被
害も受けやすいことから、特別栽培に取り組
むにはリスクが大きいと思います。従って、
全国的にも、なしの認証を受けている生産者

はわずかです。それだけにしっかりした栽培
管理と技術が求められると思います。
　労働力は、本人夫婦と長男夫婦、常雇用１
人で、パートが年間述べ400人位です。平成
13年4月、長男夫婦が就農したことを機に、
家族経営協定を結びました。これは、経営に
意欲を持って取り組んでもらうことと、家族
全員がゆとりのある生活をしようということ
で結びました。その内容は、休日については
年間120日以上取ろうと決めましたが、ここ
２～３年は140日から150日位休んでいます。
休みが多くなったのは、作業機械の効率が良
くなったことがあります。また、休日が多く
なった分、平成22年から、地区内の遊休農
地80aを購入し、ももの植栽計画を進めてお
り、新しい果樹品目の導入による規模拡大に
取り組んでいます。給料は月給制で、ボーナ
スは年２回、夏期２カ月分、冬期４カ月分を
支給しています。就業時間は、収穫時期の農
繁期を除けば１日８時間と決めています。各
個人毎に作業計画や栽培管理、防除、堆肥作
りや販売など役割分担を決めており、これは
仕事に対する責任感と、いろんな意味で非常
に大切なことだと実感しています。それぞれ
が役目をしっかり果たすことによって、より
良い発想ができ、必ず経営の発展に結び付い
てくると思っています。

２　なし栽培専業への道のり

　18歳で就農して両親と共に日本なし、露
地キュウリ、それから水稲の複合経営に従事
してきました。この複合経営を続けていく中

資源循環・環境に配慮した
特別栽培のなしづくり

エコファーマー

福島県渡辺果樹園* 園主　渡辺　喜吉

表1　なしの品種別栽培面積 （単位：a）

品種名 幸 水 豊 水 新 高 南 水 愛 宕 ル レクチェ ラ フランス

面　積 92.5 47.5 45 15 20 80 10

＊本経営体は、第16回（平成22年度）環境保全型農業コンクールにおいて、農林水産大臣賞を受賞
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で、日本なしの栽培に大変興味がわいてきて、
なし経営への意欲が強くなり、栽培技術向上
のために研修会、講習会等に出席し研鑽を積
んできました。32歳で農業経営移譲を契機
に、なし園の借入や購入等により規模拡大を
行い、なし専業単一経営に切り替えました。
農産物を生産する側の責任としての経営理念
は、消費者に安全・安心でおいしいなしを提
供するとの考えから、環境や品質・食味を重
視した生産と販売に努力を重ねています。

３　環境に配慮した農業技術の実践

　人と環境に優しい農法の追求と実現を目指
しており、健全な土づくりと化学合成農薬の
削減に努めています。平成10年に地域内の
なし生産者が複合性交信攪乱剤（コンフュー
ザー）を導入したことを契機に、生産者に呼
びかけて化学合成農薬の使用削減を目的とし
た西袋果樹研究会（11戸）を立ち上げました。
そして、生産者仲間とともに定期的に農業普
及所担当者を講師に招いて栽培指導会を実施
し、土づくりの重要性や化学合成農薬の使用
量を削減した安全・安心ななしの栽培生産技
術について研鑽を積み、一般住民からも支持
される営農形態を目指して努力しています。
　平成12年度には県で初めて日本梨のエコ
ファーマー認定を受け、化学肥料、化学合成
農薬の使用成分回数を県の慣行栽培基準より
2割以上削減した栽培を開始しました。さら
に、平成14年度からは5割以上削減した栽培
に取り組んでいます。また、晩霜害や強風害
等自然災害を防ぐため、防霜ファン（14台）
と多目的防災網（全なし園）を設置し、特別
栽培農産物の認証を受けました。
　生産技術については、まず土づくりの実
践・工夫が挙げられます。堆肥盤（400m2）
を設置し、毎年250～300tの堆肥を製造して

います。なし園にはそれを毎年４t/10a投入
しており、仲間3戸のなし園にも同じ量を供
給しています。製造している堆肥の原料で
すが、米ぬか12t、鶏糞10t、マイタケ菌床
50t、モミガラ60t、木の葉10t、刈り取ら
れた草150t、竹炭1.5tです。材料のうち「刈
り取られた草」は、市が公園や市道等で刈っ
たものを利用しています。購入しているのは
米ぬかと竹炭のみです。その他の原料は近隣
の養鶏業者、造園業者、マイタケ農家、水稲
農家とそれぞれ連携することにより確保し、
地域における有機性資源を有効活用するとと
もに、肥料代の低減を図っています。
　堆肥の製造方法は、非常に気を遣います
が、その一つは水分の調整です。材料は全部
早くからそろえて11月下旬から3月の約100
日間で仕上げます。なぜこの時期かといいま
すと、夏場では水分過剰となり、冬場は逆に
水分不足になりますので、この時期が一番適
しています。11月下旬に原料をブレンドし、
発酵を開始します。20日に1回程度切り返し
作業を行い、合計5回実施します。発酵温度
の目安は50℃、100日間でトータル窒素成分
で0.1％程度に仕上がります。

４　化学肥料、化学合成農薬の
　　削減努力

　通常の施肥では、化学肥料は一切使用して
いません。化学肥料を使用しないことにより
地下水汚染の軽減や地域の土壌環境保全にも
努めています。平成20年度までは市販のボカ
シ肥料（すべて有機態窒素）を使用していま
したが、21年度からはリン酸やカリの過剰傾
向に配慮して、ボカシ肥料から油粕に切り替
えました。さらに、施肥量が過剰にならない
よう土壌分析は毎年行っており、毎年3圃場
について行いますので、３～ 4年で全圃場一
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巡します。そのように土壌分析を実施して肥
料の施用量を決めています。
　さらに、化学合成農薬の削減にも取り組ん
でいて、農業普及所等関係機関と連携して特
別栽培用の防除暦を作成し、県慣行基準の半
分である20成分以下を実現しています。ま
た、多目的防災網を設置し、害虫の侵入防止
に努めており、スピードスプレヤーの散布ノ
ズルを大口径（病害用）と小口径（害虫用）
を組み合わせて使用し、防除効果を高めるな
どにも努力しています。
　また、芽かきの徹底、摘心の実施、適切な
予備枝の配置により、翌年の結果枝を確保し
ながら園地の過繁茂を防ぎ病害虫の発生を抑
えています。園地の病害虫発生状況を常に観
察し、多発する前に農業普及所等と協議し対
策を講じるようにしています。

５　農産物のマーケティング

　もう１つの特徴として、販売面があげられ
ます。ここ20年位、市場出荷に頼らず、全
生産量について、私の値決めによって販売し
ていることです。特別栽培に見合う付加価値
のついた安定した単価で販売しています。
　ここまで来た道のりは決して平たんな道で
はありませんでしたが、消費者、顧客に自分
の農法を理解していただくことがいかに大切
なことであるか、それがポイントだと思いま
す。最近は収穫前に、全品種について、出荷
先、出荷数量、価格などを決めてから収穫に
入ります。収穫量の30%は顧客販売（全国約
1,000名）、70%は量販店10社（約200店舗）
へ販売しています。量販店への販売は、専用又
は量販店の通いコンテナにより実施しており、
ダンボール等の削減にも努めています。
　取引先の量販店が主催する店頭での消費者
との交流の機会をとらえ、毎年、特別栽培日

本なしの対面販売や栽培情報の提供により、
安全・安心な農産物の栽培が人の健康や環境
に大切なことを消費者に訴え、環境保全型農
業への理解と関心の増進に努めています。ま
た、交流活動の中で取組に共感してくれた消
費者から、安全・安心ななし作りへの理解が
進み、信頼関係が深まって顧客へと発展する
ケースもあり、生産者と消費者の絆づくりを
図る良い契機としています。

６　取組の成果と展望

　ここ数年、日本なしの系統販売単価が長期
低迷傾向にあり、一般の生産者は再生産価格
に苦慮していますが、高度な栽培管理の徹底
と独自ブランドの確立により、毎年安定した
再生産可能な価格でなし販売しており、安定
した収入を確保しています。
　また、特別栽培の導入が最も難しいとされ
る日本なしですが、多目的防災網の導入を西
袋果樹研究会会員に働きかけ、独自の技術や
知識を提供することで、特別栽培が個から群
に拡大してきました。
　特別栽培の日本なし需要が高いことから、
技術と努力でより多くの仲間を増やし生産量
を拡大したいと考えています。
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１　（農）埼玉産直センターのこと

　私の経営する「マルチファーム」は、生産・
流通面で農事組合法人「埼玉産直センター」
と密接な関係の中で成り立っていますので、
まず最初に、「埼玉産直センター」のことに
触れておきます。
　埼玉産直センターは、埼玉県の北部に位置
し、深谷市・本庄市・熊谷市・上里町の３市
１町にまたがる約230戸ほどの専業農家によ
り構成されています。地域の農地は大部分が
平担な畑地からなっており、利根川の氾濫に
よりできた肥沃な沖積土と、火山灰土からな
る関東ローム層の２つの地質に分かれていま
す。この異なった土質を利用し、40品目に
ものぼる多様な野菜が適地適作により生産さ
れている生鮮野菜供給地と言えます。

　埼玉産直センターの始まりは、40年前（昭
和48年）の有志５人による産直活動の開始
にさかのぼります。当時、消費者の食の安全
性意識が高まる中で、産直活動も盛んにな
り、５年後には集荷場を建設するまでになり
ました。そして、組合員が60名ほどに拡大
した昭和57年に、農事組合法人「埼玉産直
センター」が発足しました。“美味しい野菜
は土づくりから”をモットーに微生物農法を
取り入れ、消費者への安全・安心な農産物供
給を旗印に、生産・流通体制の整備も進み、
現在に至っております（表１）。
　組織発展の基礎は消費者から信頼を得られ
た生産流通体制の整備にあり、昭和59年に
は独自の堆肥・肥料生産を始め、その後生産
物をより多くの実需者に安全かつ円滑に届け
られるよう集配センターやパックセンター、
予冷庫の建設、直売所の設置等が行われてき
ました。
　埼玉産直センターを構成している組合員の
耕地面積は、21年時点では約240ha、総事業
高は約26億円にのぼります。本組織を運営
するための組織体制は順次拡充され、現段階
では、職員が10名、関連事業に従事する年
間雇用中心のパートは約60名におよび、31
部会からなる品目別部会がセンター組織の基
盤になっています（図1）。
　私も常任理事として、常に産直センターの

表1　埼玉産直センターの沿革

1973年 ５人の生産者で産直活動を開始
78年 ８月集荷場を建設
82年 農事組合法人埼玉産直センター発足
83年 本部事務所建設（現パックセンター）
84年 肥料センター建設（現資在庫）
87年 管理棟・集配センター建設
88年 新肥料センター建設
90年 第２集配センター建設
92年 予冷庫建設
95年 第３集配センター建設 

2005年 肥料ペレットマシーン導入 
06年 直売所開設
07年 予冷庫にエチレン除去装置導入
09年 予冷庫建設

青
年
部

あ
さ
つ
ゆ

編
集
委
員

婦
人
部

図１　埼玉産直センターの組織体制

マルチファームの野菜経営と
当面する課題

エコファーマー

埼玉県 マルチファーム代表　福島　政治
（（農）埼玉産直センター常任理事）
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理念を念頭に置き、「産直は消費者との“絆”
が基本」を肝に銘じ、組織の運営に参画して
おります。従来から力を入れている品目別部
会での新技術の導入や研鑽をはじめとして、
最近ではGAP活動の導入による一層の信頼
度向上や、年間40数回に及ぶ産地交流活動
の活発化等により、消費者とのつながりを一
層強化する取組を行っています。
　なお、埼玉産直センターの21年度の主な販
売先は、生協が85％と圧倒的に多く、５年
前から取引を開始した量販店が14％、４年
前に設置した直売所が１％を占めています。
最近は、地産地消を意識した取組を強化して
いるため、関東の生協や量販店、それに直売
所での販売が増加しています。

２　マルチファームの展開過程

　私の経営するマルチファームが立地する深
谷市血

ちあらいじま

洗島は、夏は著しく暑い一方、冬は赤
城おろしが強い所です。しかし日照量が多
く、利根川右岸の肥沃な沖積土壌からなる
農耕適地です。地域の平均的規模は70～80a
で、特産のネギやホウレンソウ、施設イチゴ、
きゅうりが多い集約的野菜産地です。
　私は早くに両親を亡くし、昭和48年に農
業高校を卒業と同時に1人で農業を始めまし
た。親から引き継いだ耕地は50a程で、地域
の主力作物であるネギ、ホウレンソウを栽培

しましたが、就農半年後には360坪のハウス
を建設し、きゅうりの生産も始めました。32
歳の時には500坪の大型ハウスを建設し、ミ
ニトマトの栽培を本格化させました。
　ミニトマトの施設栽培に熱中すると、露地
畑の管理がおろそかになりましたが、折から
の農産物の輸入拡大機運の中でこれではまず
いと、やがてパートも頼み露地野菜の生産に
も力を入れはじめました。平成10年には農業
大学校を卒業した息子が就農し、500坪の加
温型硬質フイルムハウスも建設し、本人の希
望で主に施設栽培を担当するようになりまし
た。息子の就農により経営規模拡大の条件が
整い、耕作放棄地の借用も順次増加し、現在
畑地は約10ha（約80筆）、施設栽培面積も
60aを超え、農業収入も年々増加しています。
　本ファームの労働力は、栽培管理業務主体
の従業員が７名（うち男性６名）、出荷調整
主体の年間雇用型のパートが13名（うち男
性１名）です。労力不足を補うため機械化に
よる省力化を進めており、小型機ですが、全
自動播種機（ネギ、枝豆用）、全自動移植機（ネ
ギ、枝豆用）、ハーベスター（枝豆用）、選別
機（枝豆用）、半自動ネギ剥き等を導入して
います。また、コマツナの出荷調整作業の２
割は外部に作業委托を行い、ミニトマト及び
枝豆のパック詰め作業は全て埼玉産直セン
ターに委託しています。マルチファームの全景

マルチファームの頼りになるメンバー達
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　このような経営規模拡大の背景には、埼玉
産直センターが流通・販売部門を担っており、
生産活動に専念できたことが大きく、さらに
経営規模の拡大を模索しています。

３　マルチファームでの野菜生産の
　　概況

　現在の作付面積は、2毛作や部分的には年
に２回作付けするコマツナ、さらには無加温
ハウスの高度利用もあり、延べ15haほどに
なります。主力作物は、ミニトマト、ネギ、
コマツナがそれぞれ周年出荷され、売上高で
ほぼ3割弱ずつを占めています。
　生産体系を概観すると、まず施設ミニトマ
トのうち加温型ハウス（1000坪）では、８
月の上旬と中旬の２回に分けて定植し、９月
から翌年７月まで収穫をしており、反収は約
10トン強です。無加温型ハウス（700坪）の
ミニトマトは７月から定植を行い、８月下旬
から11月下旬に収穫しており、反収は3.5ト
ン程度です。無加温ハウスはミニトマトの収
穫後も常に利用され、ブロッコリー（定植
12月上旬、収穫3月下旬～４月）やスナップ
エンドウ（定植11月下旬、収穫４月～ 5月
中旬）を栽培しています。
　他に育苗ハウス（200坪）もありますが、
ミニトマトの育苗（６月～７月）のほか、ネ
ギの育苗（10月～翌年９月、1/3は圃場で育

ハウスでのミニトマトの栽培

特産深谷ネギの広大な圃場

苗）、ハクサイ・ブロッコリーの育苗（８月
～４月）、枝豆の育苗（３月～７月）と年間
を通じ利用しています。育苗はセルトレー方
式で、トマトでは接ぎ木を行っています。
　露地野菜は、作付規模の大きい順では、コ
マツナ（周年出荷）５ha、ネギ（周年出荷）
３ha、枝豆（７月～９月に出荷）２ha、ブロッ
コリー（１月～６月に出荷）1.5haを栽培し、
ほかにジャガイモ、タマネギ、ハクサイもそ
れぞれ50a以上は栽培しています。

４　こだわった栽培管理技術の一端

　埼玉産直センターの組合員はほとんどがエ
コファーマーであり、31の作物別の部会毎に
栽培管理技術の研鑽を積み、一定レベル以上
の農産物の生産を目指しています。特に土づ
くりを心がけ、肥料は有機質肥料を基本に、
農薬の使用量も特別栽培農産物並みにして、
環境に優しい農業を実践しています。
　土づくりのため、各自で取得した堆肥の熟
成を進めて利用し、施肥は埼玉産直センター
直営の肥料センターで各種有機物を発酵させ
て製造したボカシを使っています。このボカ
シの原材料は、果菜類の場合と露地野菜の場
合で違い、果菜類の場合には山土、ゼオライ
ト、皮粉魚粉、オカラ、蹄角、米糠、綿実粕、
バイムフード（発酵菌）、トーゲン１号を使
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用しています。そして、部会員の研究により
作物、作型（春作、秋作）によって肥料成分
や分解速度の違う原材料の配合割合を定めて
います。露地野菜向けの場合にも独自の原材
料を用い、配合割合は一定していますが、組
合員が圃場の土壌の性質や作物、作付時期に
より、また土壌分析値なども参考に散布量を
加減しています。
　これら堆肥とボカシ肥料の併用により、微
生物が多く住める土壌をつくり、病原菌を死
滅させるのではなく、バチルス菌類等微生物
の拮抗作用により病原菌の割合を減じ、健全
な作物が生産できるように努めています。当
センターの農産物がおいしいのは、このよう
な努力が関係していると考えています。
　さて、当ファームの場合、堆肥の10a当た
り年間施用量は、ハウスで４トン、露地で１
トンを基準にしています。これに加えボカシ
肥料は、ハウスで800㎏、露地畑で300㎏ほ
どを使います。有機物資材は一般に作物の収
穫終了時に茎葉の残渣物と一緒に鋤込みます
が、ボカシについては加温型の長期収穫タイ
プのミニトマトの場合には、基肥としての施
用のほか２回にわたり追肥としても施し、さ
らに有機質資材からの肥効が落ちる秋口に１
回と、冬場から春先の３回は燐酸分の多い液
肥による追肥も行い、年間を通じて健全な生
育に努めています。無加温の短期収穫型のミ
ニトマトでは、ボカシによる追肥を1回、冬
場の液肥施用を１回行っています。
　施設ミニトマトでは25年前から連作して
いるため、連作障害を出さない工夫を行って
います。加温型ハウスはミニトマトしか栽培
しないため、夏場には約１カ月間に及ぶ太陽
熱消毒が必須の技術となります。その方法
は、トマト収穫後残渣のすき込みを行います
が、その際300㎏ /10a相当の米糠も散布して

中耕・攪拌し、バイムフード、ソイルクリー
ンなどの微生物資材も投与してビニール被覆
を行います。これにより土壌微生物の活動を
活溌化させ、いわば悪玉菌を削減していま
す。萎凋病が出た際にトマトの株間にネギや
ニラ等を混植して病害の抑制を図っている方
もあり、部分的に試したこともあります。
　露地野菜の場合には単子葉と双子葉による
輪作を行うほか、枝豆を多く作り、根粒菌（放
線菌）による窒素固定ばかりでなく、収穫時
には専用のハーベスターにより地際から切断
し、根部を地中に残す工夫もしています。

５　組織をあげたGAPへの取組

　埼玉産直センターでは、平成21年から組
織を挙げて関連生協と一体になって、日本
生協連方式のGAP（農業生産工程管理）に
取り組んでいます。GAPによる主な取組は、
実需者によるチェックのほか、毎年、組合員
相互の帳簿や生産管理状況等をチエックする
というものです。
　GAP導入に至った経緯は、①消費者に信
頼・支持される農産事業を確立し「確かな商
品」を生協等組合員に提供し続けるため、②
法令順守、衛生管理の確保、異物混入原因の
把握、ハザードの低減活動、環境保全活動、
労働安全など、事業活動にとって基本的な事
項を徹底する、ということにあります。
　GAPの導入は、単に消費者対策という面
のほか、生産者が自己の経営改善に役立てて
いくという活用の仕方がありますが、現在の
ところは団体編GAPと部会単位で行う生産
者編GAPという形で進めており、この方式が
抵抗感なく定着することに力を入れています。
　GAPにおいては、プラン（計画）、ドゥ（実
行）、チエック（点検）、アクション（改善行
動）が大事であり、まだ実行を始めたばかり
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ですが、成果も少しずつ出はじめています
（表２）。

６　マルチファーム存続の課題

　埼玉産直センターの運営が軌道に乗り、持
ちつ持たれつの関係にあることや、後継者の
自覚も高まって、マルチファームの経営も順
調に推移してきました。しかし、地域農業を
一層安定した形で発展させ、消費者にも期待
される農業を実現する上で課題もあります。
私が「全国エコファーマーネットワーク」の
幹事として活動しているのも、日本の農業が
国民に支持されることを願うからです。私も
地域でそれをどう実現するかが課題です。
　技術面の身近な課題としては、温暖化等の
気候変動に生産面でどう対応していくかで
す。日本一の酷暑地とも言える熊谷市に隣接
している当地でも、高温がトマトの生育に悪
影響を与えています。また、昨今の異常な集
中豪雨による湿害からネギの軟腐病が大発生
したこともあります。ムラのある自然現象へ
の対応は難しく、官民による基本的な研究も
必要ですが、それでは手遅れなので、地域と
してもどう対応するか解決が迫られています。
　次に、耕作地の集約化の課題です。マルチ
ファームの経営耕地は約80筆からなり、圃
場整備がされていないことや借地が大部分の
ため、１筆の畑は平均的には10aを超える程

度で分散しています。環境にやさしい農業の
基本は圃場毎の栽培履歴や圃場条件に応じた
栽培管理にあり、GAPなどを通じた１筆毎
の管理に気を使っていますが、零細かつ分散
している圃場からくる非効率な農作業が問題
です。また、大型機械が使えず、作業効率も
落ちます。現在の露地野菜中心の経営からみ
ると、もう一段の経営規模拡大を図らないと
機械投資面からも収益性の面からも問題があ
ります。農地の集約化による作業規模の拡
大、機械化による規模拡大を念願しており、
どのようにして進めるかは、多くの関係者の
意識改革が必要なだけに大きな課題です。
　当面最も解決可能性のある課題は、マルチ
ファームの法人化問題です。私が法人化の意
義として考えているのは、現在のような農業
経営体を地域に残し、地域の後継者を育て、
地域農業を安定的に維持存続して行くための
手段としてです。当ファームの発展を考えれ
ば、法人化により組織を牽引していける人材
育成も大きな課題です。当ファームでは随分
昔から公的機関からの要請で短期研修生を受
け入れてきましたが、３年前からは直接従業
員の募集を行い、現在20代の方を中心に５
人の雇用を行っています。これら意欲的な若
者達が将来とも地域の後継者として切磋琢磨
して経営体を担っていってもらうためには、
法人化が必要だと思うからです。

表２　GAP導入により改善した点もしくは今後改善が見込まれる点

項　　目 内　　　　容

収穫物の収量・品質
コスト削減
労　働　力
食 品 安 全
環 境 保 全
労 働 安 全
そ　の　他

品質を向上させる活動につなげること。
資材の使用基準の遵守により、過剰投入による費用増大を抑えている。
記録・点検により効率的な時間配分が可能となった。
科学的に事故やクレームの発生率を減らす。
必要最小限で適正な農薬の使用の徹底。
今後、導入を検討。
GAPの取組みを広げていく。


